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特集記事　「核融合エネルギー開発の現状」（８）
世界各国の核融合炉開発の動向

１．はじめに

現在の核融合開発の中核プロジェクトである ITER の

目的は、核融合エネルギーの科学的、技術的実現性を確

立することであり、その建設段階には（1）核融合炉に特

有の機器の製作技術やシステム全体の統合技術を蓄積

し、運転段階には (2) 実際の核融合燃料（重水素 – トリ

チウム）を用いて燃焼プラズマの制御及び炉工学の基盤

技術を確立することを目指す。しかし、ITER では核融

合エネルギーは発生させるが発電までは行わないことか

ら、ITER 参加極の多くは、次段階の DEMO 炉（日本の

原型炉と同義であるが、本稿では DEMO 炉で統一する）

で発電実証を行うべく、各極が独自に DEMO 炉開発計

画を練り核融合開発に取り組んでいる。ここで、DEMO

炉とは、(1) 核融合エネルギーによる発電、(2) トリチウ

ム燃料の自足自給、(3) 実用段階を見通しうる稼働率を

実証する炉の通称である。DEMO 炉の役割については

各国がほぼ同じ認識であるにもかかわらず ITER のよう

に国際協力で一つの DEMO 炉を建設する機運が高まら

ないのには、設計諸元などの具体的目標の相違、想定す

る炉工学技術の相違、実用段階における特許の問題など

幾つかの理由がある。

本稿では、ITER 以降の核融合開発について諸外国の

考え方や開発の状況について概説する。

２．ITER 以降の各国の核融合炉計画

2.1 EU

ITER のホスト国である EU の ITER への投資額は参

加極の中で最大であり、総コストに占めるコスト分担は

建設期が約 45%、運転期が 34% に上る。このことから、

EU は DEMO 炉に向けた開発ロードマップをいち早く取

りまとめ [1]、ITER の技術基盤を活用して核融合発電に

つなげる開発計画を練ってきた。

EU の DEMO 炉の最新のスケジュールは、表 1 のとお

りであり、ITER の建設と並行して DEMO 炉の概念設計

を進め、ITER のファーストプラズマ（運転開始 , 2025 年

の予定）の後から工学設計活動に着手して DEMO 炉実現

のための本格的な技術・機器開発を実施し、2035 年以

降に予定されている ITER の本格的な核融合燃焼実験の

結果をみて 2038 年に DEMO 炉の建設判断を行う計画で

ある [2]。

EU は日欧共同事業である幅広いアプローチ活動にお

いて DEMO 炉に向けた研究開発に日本と共同で取り組

んでいることから、DEMO 炉に向けた課題を共有して

おり、その役割や開発スケジュールは日本の計画に近い。

しかしながら、日本と EU が同一の DEMO 炉を目指さ

ないのは、開発戦略上の相違点があるからである。日

本は古くから連続運転の可能な定常炉を目指し、DEMO

炉の要となる燃料増殖ブランケットは水冷却固体増殖方

式をベースにすることが開発方針になっている [3]。こ

れに対し EU は ITER の延長上のプラズマ運転技術を想

定して 1 時間程度のパルス（間欠）運転の可能な DEMO

炉を主案としており、増殖ブランケットについても 1) 

ヘリウムガス冷却固体増殖方式、または 2) 水冷却液体

増殖方式を想定しており、この結果、炉の寸法（EU 炉

がやや大）や炉構造に日欧間で相違がある。

表 1 EU の DEMO 炉の開発計画



2.2 中国

中国で核融合開発が本格化したのは 1980 年代で、日

米欧露からは大きな遅れをとっていたが、ITER への参

加を契機として自力をつけつつある。核融合エネルギー

開発に向けた中国のロードマップを図 1 に示す。ITER

に続く次期装置は中国工学試験炉 CFETR である。この

炉の計画は 2 段階に分かれていおり、それぞれの主目標

は以下のとおりである。

1）CFETR フェーズ I：

2030 年代に運転開始．低パワー（核融合出力 200 

MW）で連続運転技術を確立

2）CFETR フェーズ II：

2040 年代に運転開始．核融合出力 1 GW 以上で

運転し、DEMO 炉の基盤技術を試験。

図１ 中国の核融合エネルギー開発ロードマップ [4]

フェーズ I の出力は ITER より小規模であるが、ITER

では運転後期に計画されている長時間運転（3,000 秒）よ

りもいち早く連続運転技術を確立するところに主眼が

ある。フェーズ II では核融合出力を増大させ、高熱負

荷、高中性子照射環境下で炉内機器の試験を行う必要が

ある。このため、CFETR フェーズ II では、フェーズ I

よりも大きい新規の炉を建設することになる。このよう

な 2 段階のプロジェクトになったことで、当初、工学試

験炉と呼んでいた CFETR の位置づけは変化し、最近で

は「CFETR は中国の DEMO 炉」と明言している。CFETR

での実証試験の後は、2050 年以降には電気出力 1 GW

級の核融合実用炉を建設する計画である。

CFETR の概念設計は 2017 年に完了し、現在は建設判

断に向けて工学設計活動を実施中である。CFETR 工学

設計のために 1000 億円規模の予算で、2025 年を目処に

工学設計と、核融合に特有の機器（超伝導コイル、遠隔

保守、ダイバータ、増殖ブランケットなど）を開発する

ための R&D 施設の整備を完了する計画である。CFETR

計画には、中国内の大学（42 大学）、研究機関、民間会

社などが全面的に協力しており、900 名を超える研究者、

技術者、学生が設計や R&D に参画している。中国の若

手研究者、技術者や学生は核融合は将来性のある分野と

見て人材の流れが核融合に向かっており、圧倒的な人的

資源が中国の研究の原動力となっている。このように、

人的資源と資金力を背景に中国の存在はポスト ITER へ

の取組において際立っており、今後の中国の動向は他の

国の DEMO 炉計画へも影響を及ぼすであろう。

2.3 米国

核融合エネルギー実用化の最後のステップは DEMO

炉というのが国際的な共通認識であるが、図 2 に示す

ように、米国には現在 3 つのアプローチの提案があり、

主案は確定していない。Pathway I 及び II は厳しい中

性子照射と表面熱負荷に晒される炉内機器の技術開発

を ITER よりも小型の装置（FNSF, Fusion Nuclear Science 

Facility）で行うとともに、数十年来、米国が目指してき

た経済性の高いプラズマ運転に小型装置で挑戦しその

技術基盤に基づいて DEMO 炉に進む構想である。この

FNSF を ITER と同方式のトカマクとするのが Pathway I 

[5]、超小型の球状トカマク方式（ST, Spherical Tokamak）

とするのが Pathway II である [6]。これに対し、米国科

学アカデミー戦略アプローチ分科会は、核融合エネル

ギーの実用化を急ぎ開発コストを抑制するため、ITER

と実用炉の間を DEMO 炉のワンステップでつなぐこと

を提言しているが（Pathway III）[7]、開発戦略は未だ決

着しておらず、議論が継続中である。

図 2 米国の核融合実用化アプローチ案
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2.4 韓国

韓国は 2037 年までに DEMO 炉を建設することを目指

し 2012 年から K-DEMO [8] の概念設計を開始した。炉

工学技術の開発を先送りして、K-DEMO 運転フェーズ

の前半（2037-2050 年）は炉内機器の試験にあて、その技

術に基づいて炉を改修し、後半の運転フェーズで発電実

証を目指す計画である。

2.5 ロシア

ロシアの計画は他国とは一線を画し、10 年以上にわ

たり核融合 - 核分裂ハイブリッド方式の核融合炉の設計

を進めてきた。炉心となるプラズマ性能は現状の技術で

対応可能であり、核融合反応の出力は 40 MW と小規模

ながら炉内にウランを搭載したブランケットを装着して

その 10 倍の熱出力を得る構想である [9]。ブランケット

で増倍される中性子束を利用して DEMO 炉につながる

炉内機器の照射試験を行うことを目指す。

3．終わりに

世界各国の ITER 以降の核融合エネルギー開発計画と

進捗状況を紹介した。各国とも今世紀中頃に核融合の実

用化を視野に入れたロードマップを定め、DEMO 炉や

それに繋がる試験装置の設計や技術開発が始まってい

る。現段階では、これらの DEMO 炉構想は各国独自の

ものとなっているが、ある時点で一部では国際協力によ

る DEMO 炉の統合化が進むことも想定しうる。

設計や技術開発とともに留意しなければない視点とし

て、機器の複雑さとそれに伴う建設工期の問題がある。

ITER の場合、機器製作が国際分担による現物調達シス

テムを採用して手続きが複雑になっている側面はあるも

のの、2007 年に建設開始、建設完了見込みが 2025 年と、

実に 20 年弱に及ぶ建設期間を要している。昨今の核融

合ベンチャーの登場も、核融合炉が大がかりになって実

現までの道のりが遠のいているところに一因があろう。

DEMO 炉では建設コストの合理化と工期短縮、本質的

には求められることが考えられ、保守を見越したシステ

ムの単純化も今後の重要な開発課題となるだろう。また、

核融合炉の起動において必要となる初期装荷トリチウム

や核融合炉の機器製作において必要となる鉱物資源（リ

チウム、ベリリウム、タングステン、ニオビウムなど）

については核融合 DEMO 炉時代を支えるほどの供給力

が確保されていないのが実状である。日本では、量研機

構が中心になって DEMO 炉に向けたリチウムやベリリ

ウム資源の確保に向けた取組を始めており、一層の進展

を期待したいところである。
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